
 

 

 

 

 

 

このことは、2月15日に JR北海道労組が直接、国会議員に対して「支援策の確

定」にむけて実施した要請行動が実を結んだことであり、JR 貨物労組においても、

「鉄道貨物輸送の存立基盤の確立」にむけた要請行動に取り組んできたことが実を結

んだ内容となっています。 

またJR総連としても推薦議員懇談会を中心に、国交省等へ「2社」に対する「2024

年度以降の支援策」について訴えてきており、今後も両単組と連携して、組合員の声、

現場の実態を国政に届けていきたいと思います。 

一方政府は物流革新に

関する関係閣僚会議にお

いて、「2030年にむけた

政府の中長期計画」を発表

しています。これら施策を

実現していくためには、多

くの課題を解決しなくて

はなりません。 

そのためにも JR 総連

は、責任組合である JR北

海道労組・JR貨物労組と

より一層の連携を強化し、

政策実現にむけて取り組

んでいきます。 
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